冒頭、戦略室側より「広域的実施体制の枠組み（方向性）」（以下「方向性」という。http://www.cao.go.jp/chiiki-shuken/doc/15shiryou1-2.pdf参照）の概要説明を受けるとともに、①「方向性」の位置付けと今後の進め方はどうなるか。法案提出に向け大綱のようなものも策定するのか、②アクションプランには「準備期間を経て２６年度中に事務・権限の移譲が行われることを目指す」とあったが、「方向性」にはその記述がない。理由はいかに、と質した。

これに対し、戦略室側より、①この「方向性」は、最終決定ではなく、今後この方向で検討を進めていくというもの。閣議決定するものではない。今後の進め方であるが、来年の通常国会での法案提出に向け、大綱的なものを閣議決定するということは考えられる、②まずは来年の通常国会に法案を提出しなければ「２６年度中に移譲」できないので、そのための作業を進めて行くものである、との見解が示された。

その他、広域連合等が国の出先機関の事務・権限を受ける主体となることに関する課題、事務・権限を移譲するに当たっての課題、職員の雇用、労働条件上の課題などについて「広域連合等に関する意見・質問事項」を提示し、それらに対する見解を得たところである。（「別紙」を参照のこと）

最後に、引き続き、公務労協と丁寧な議論を行うよう要請し協議を終えた。

以上

（別紙）
広域連合等に関する意見・質問事項と戦略室見解
２０１１年１２月２７日
※　　　　が戦略室見解
	１．広域連合等が国の出先機関の事務・権限を受ける主体となることについて


○　「地方自治の本旨」を踏まえ、まずは、国と自治体の役割分担や事務・権限のあり方について十分な検討を行うべきである。国と自治体の役割分担を明確にした後、国の役割については「国・直轄」で、自治体の役割とされた事務・権限については地方に移譲すべきである。
その上で、仕事の特性に応じて、広域のもの、やや広いもの、隣の県と話し合って対
応できるものなどに区分けし、広域連合等が受けるにふさわしいものがあるか判断することが必要である。あわせて、広域連携の活用についても検討すべきである。
	
	※　広域連携＝広域で実施したほうが、より効率的・効果的な事務について、各
　県の判断で協定などを結び協力して進める方法。連携したい県同士で合意すれ
　ば実施でき、経費も事務を実施するもののみで、新たな組織の経費は不要。


●（戦略室見解）広域連合への移譲については、そのとおりであり、国・地方の役割分担を踏まえて検討。なお、国と自治体の役割分担をアプリオリに、先に決めるのではなく、自治体ができることは自治体がやる、自治体だけでできないことがあれば国が関与、それでもできないものは国がやるというように、個々の事務・権限をどちらがやれば良いのか具体的につめていきたい。
○　仮に広域連合等が出先機関の事務・権限を受ける主体となる場合は、事務・権限が確実に執行されることを担保するために、①広域連合等は解散しないこと、および、参加県は脱退しないこと、②必要な財源の担保、が大前提である。
●　①地方自治法上、解散・脱退については総務大臣の許可、関係大臣との協議が必要で簡単にはできない。
　　さらに、３機関でも約１５０の法律と約３０００の条項が検討対象であるが、地方に移管するとなるとこれを改正しなければならない。例えば「○○大臣の許可」を広域連合長に改める。もしその広域連合が解散するとしたら、その法律をまた改正しなければならず、実務上も簡単に解散できるものではない。
　　②地方で仕事を遂行するために、必要な財源確保は当然である。（所掌事務の範囲内で必要な措置をする予定であり、新規業務にも対応できるようにする方向で検討。）
○　事務範囲やサービスのメニュー・水準等について、住民の意思を反映した制度設計が行える仕組みを整備すべき。その際、生存権や生命の安全の確保等、国の最低基準の確保が前提とされなければならない。
●　「住民の意思の反映」は当然だ。川端大臣も「住民のためになる改革」と言っている。安全の確保、国の最低基準の確保も留意したい。
○　「スリム化・効率化」を目的としてはならない。
●　「スリム化・効率化」のために改革しているのではない。
	２．事務・権限を移譲するに当たっての課題


○　出先機関と広域連合等の管轄エリアの整合性をはかるべきである。国の出先機関と広域連合等の管轄エリアのズレが生じることも想定され、ガバナンス上の問題が懸念される。
	
	※　例えば関西広域連合における、①広域連合に参加しない奈良県と、広域連合
　の事務・権限との関わりの整合性、②参加県である徳島県、鳥取県に該当する
　ブロックにおいて新たに広域連合が設立された場合の整合性をどうはかるか？


●　「方向性」の「４　広域実施体制の区域」に記述されているが、「広域的実施体制の区域として必ず含まれなければならない都府県の区域を定める」ことを考えている。
既に広域連合に参加している県が参加する「新たな広域連合」ができた場合、議決権
の整理をすれば、二重に参加することは可能だ。
○　大規模かつ深刻な災害が発生した場合に即応できる体制がとれるか。
	
	※　国＝広域連合等＝基礎自治体の指揮命令体制の確立が必要。


●　東日本大震災の際、国や地方だけではなくガス会社なども駆けつけたように、「国も地方も民間も」一体で対応できるようにすべき。その際、地方に対しては国からの「指示権」を弾力的に発動すればよい。
なお、ご意見として「指揮命令体制」とあるが、国と地方は「対等平等」であり、上
下関係を背景にする「命令」という表現ではなく、災害対策基本法でも用いられている「指示」がふさわしい。
○　事務・権限の移譲に合わせ、財源を確保するとともに、税源の移譲も検討すべきではないか。
●　物事の検討の順序として、①まず事務・権限の移譲、②事務・権限に関わる職員の移管方法、③必要な財源の確保、となる。但し、財源のあり方については「今後検討」である。
	３．職員の雇用、労働条件上の課題


○　雇用・労働条件の維持が大前提である。また、人員の移管に際して、選別・差別が絶対に起こらないようにすべきである。
●　移譲される事務・権限とそれを担っていた職員がそのまま地方に行くようすることを基本として検討。１００人の仕事なら１００人が移管となる（９０人とか８０人にはしない）。身分について法定承継の措置をする予定。なお、事務・権限の移譲→移譲先で官職設置→その官職に職員が就くという公務員制度等の原則に則り、職員の移管先は広域的実施体制となる。
　　勤務条件は移管先の広域的実施体制で定められるが、均衡の原則の下、処遇上、不利とならないように考えている。また、移管前後で職員の就く官職の職務と責任は同等となることを考えており、職務に見合った給与となる。
○　移譲時点で、該当事務・権限にかかる国家公務員を機械的に地方公務員に移管した場合、移管された者、残留した者、移譲時点で他府省に出向中の者などの間で問題が生じるのではないか。
●　公務能率を維持・向上させるためにも、人員移管後も、国と広域連合、広域連合間、広域的実施体制と県などとの人事交流、地方からの交流など柔軟に考え、対応すればよいと考えている。その際、出先機関で採用された職員は広域的実施体制での勤務を基本とし、本省で採用された職員は本省勤務を基本とするようなキャリアパスを考えている。なお、法的には任命権者に任命権があるが、実務上の運用は（人事グループごと移管された）人事当局が行うこととなることが通常想定される。
○　事務・権限の移譲と職員がセットとなっているが、職員数について国と自治体とでミスマッチが生じた時はどうするのか。
●　１００人でやっている仕事は、そのまま１００人で遂行してもらうよう考えているので、ミスマッチはない（職員の身分の法定承継によって、これを担保する予定。）。
○　退職金について、国・地方通算した支給方法とするとともに、そのための財源を確保すること。
●　国、地方の勤続年数を通算して支給する。
○　広域連合等における労使関係を明確にすべき。
●　地方公務員の身分になるので、地方公務員法制の整理に則る。労使関係の当局は、労使関係を司る権限と責任を有する者となる。
○　人員移管の仕組みの検討に際しては、当該労働組合との十分な交渉・協議、合意の上に進めるべきである。
●　本日のような場を含め、これまで通り進めて参りたい。
	４．その他


○　事務・権限の移譲後の検証ができる仕組みを整備すべき。また、不都合が生じた場合の対策についても整理しておく必要があるのではないか。
●　広域実施体制自ら検証・評価する仕組みを定めたい。その上で、問題があれば対応・措置することが当然である。
